
行政評価シート（事務事業評価） 評価年度 2８年度 

事業名 空き家バンク制度 担当課 企画財政課

細分化した事業名

１ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の計画的位置づけ 

基本方向 魅力あふれるまちづくり

第６次長期総合計画での目的体系 政策 快適に暮らすための生活環境の充実

施策 住宅・宅地の整備

関連する個別計画等 根拠条例等
韮崎市空き家バンク制度要綱

韮崎市空き家バンクリフォーム補助金要綱

２ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の概要 

事業の目的

市内の空き家の有効活用を図ることで、本市への移住・定住を促進し、地域の活性化につなげる

事業の手段 

・市内の空き家（空き地）について、市空き家台帳へ登録する（物件所有者からの申請に基づく）
・上記空き家情報について、市ホームページや移住支援サイトにより情報を公開する

・制度内容及び利用手順について、市報やちらし、地元説明会により周知に努める
・協力事業者と定期的に連絡会議を開催し、情報共有や意見交換に努める
・市内の空き家に関する実態調査・アンケート調査を実施する

事業の対象

市内の空き家（空き地）：個人が居住を目的として建築し、現に居住していない（近く居住しなくなる予定のも

のを含む）市内に存在する建物及びその敷地又は建物の跡地（賃貸、分譲等を目的とする建物又は土地を除く）

３ 実施（ＤＯ）：投入費用及び従事職員の推移（インプット＝費用＋作業） 

25 年度 26 年度 27 年度

A 事業費 (千円) ０ ０ 1,221
財
源
内
訳

国・県支出金 ０ ０ 1,221

その他（使用料・借入金ほか） ０ ０ ０

一般財源 ０ ０ ０

B 担当職員数（職員 E） (人) 0.15 0.2 0.3

C 人件費(平均人件費×E) (千円) 974 1,359 2,015

D 総事業費(A+C) (千円) 974 1,359 3,236

主な事業費用の

説明 
平成 27 年度：アンケート調査返信用封筒印刷製本費・協力事業者連絡会議食糧費・リフォーム補助金 

注〉平均人件費は各年度決算額(職員給与費)から算出した 25 年度（6,491 千円）,26 年度（6,794 千円）,27 年度（6,715 千円）を使用しています。 

４ 実施（ＤＯ）：事業を数字で分析（アウトプット＝事業量）

指標名 指標の算出方法

実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度 

活動指標

１
地元説明会 説明会実施回数 ― ― 11

２
実態調査 空き家とみられる物件数（延べ数） ― 180  531

３
アンケート調査 利活用が見込まれる空き家件数 

（アンケート投函数） 

― ― 368

妥当性 □ Ａ 妥当である ■ Ｂ ほぼ妥当である □ Ｃ 妥当でない

上記活動指標と妥当性
の説明

１

市内 11 地区において実施。誌面等を通じての一方的な情報提供に留まらず、質疑にもその場で応じ
ることができ、相互理解を図ることができた。

２
目視調査により、今後の利活用が見込めるか否かのランク付けができる。老朽化による家屋の状態変
化に対応するため、持続的な調査が必要である。

３
上記目視調査に基づき、利活用の見込まれる物件所有者へ制度の利用促進について、個別にアプロー
チができた。



５ 評価（ＣＨＥＣＫ）： 事務事業評価 （アウトカム＝成果・効果）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度

成果指標 

もしくは 

まちづくり

指標

１

新規登録物件数
内 （売買）
  （賃貸）

０ 4

(2)

(2)

19

(13)

(6)

２

成約数

内 （売買）
  （賃貸）

0 ２

(0)

(2)

2

(1)

(1)

３

補助金交付件数
内 （リフォーム工事）

  （家財処分）

― ― 3

(2)

(1)

成 果 □ Ａ 上がっている ■ Ｂ ほぼ上がっている □ Ｃ 上がっていない

上記指標の妥当性と成
果の内容説明

１

27年度は、登録件数が前年度より５倍近く増加しており、実態調査に基づくアンケート調査の成果
と言ってよい。（26.5施行 空き家特措法も関連あり）都会からの移住者は、特に賃貸物件を求める
傾向にあるため、今後ニーズの多い賃貸物件が増えることで、マッチング率の向上を期待したい。

２ 登録数の増加に反して、マッチング率は低迷中。リフォーム改修が必須な物件が多いことが、マッ
チングに結びつかない原因の一つでもあり、27年度に新設したリフォーム補助金の活用について積
極的な周知が必要である。３

事務事業総合評価 □ Ａ 期待以上に達成 ■ Ｂ 期待どおりに達成 □ Ｃ 期待以下の達成

６ 改善（ACTION）：今後の事務事業の展開

□ 拡大（コストを集中的に投入する） ■ 一部改善（事務的な改善を実施する）

今後の事業展開
□ 全部改善（内容・手段・コスト・実施主体等

の見直しが必要）

□ 縮小（規模・内容を縮小、又は他の事業と統合

する）

□ 廃止（廃止の検討が必要）

事
務
事
業
の
改
善
案

改善の概要・方向性（いつまでに、どういう形で具体化するのか）

28年度の改善計画（今後の事業展開説明）
・27 年度に実施したアンケート調査の結果に基づき、空き家バンク制度に関心を持つ空き家所有者に対して、
引き続き、制度の利用促進に関するアプローチを行う。
・協力事業者との連携により、移住希望者を対象とした移住セミナー、相談会の機会を通じて移住検討者より直
接、希望物件の聞き取り調査や登録物件の情報提供を行う。

過去
の 
改善
経過

27年度 協力事業者(市内 10社)との連絡会議を実施し、協定内容と今後の連携体制について再確認を行った。

課長所見
市内全域での説明会及びアンケート実施により空き家の大枠は掴めたが、常に新しい情報を受ける体制

と、業者との連携、リフォーム助成制度の活用により空き家の登録件数や成約の実績を上げたい。


